「３.１３重税反対全国統一行動兵庫県実行委員会」要請書に対する回答

平成23年３月８日

　３.１３重税反対全国統一行動兵庫県実行委員会　御中
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　兵庫県知事　井　戸　敏　三

貴委員会からの「要請書」について、下記のとおり、回答いたします。

（ 要 請 ① ）
　　庶民の税負担軽減に向け、減税・免税、国保料引き下げへの緊急措置を行っていただくこと。後期高齢者医療制度の中止を求める立場に立っていただくこと。
（ 回    答 ）

　　個人住民税は、住民が地域社会の費用について幅広く負担し合うという性格があり、平成19年度に実現した所得税から住民税への税源移譲によって、各地方公共団体の税収に占める割合も高まり、教育・福祉などの施策を展開するうえで、これまでにも増して、重要な財源となっています。

　　なお、現行制度上、個人住民税においては、生活扶助を受けている場合は非課税としているほか、生活保護基準程度の低所得者が課税対象とならないよう非課税限度額が設けられるなど、低所得者に対する配慮がなされていますので、税の有する性格からも、低所得者であることのみを理由として現行の住民税における制度にさらに上乗せして税負担を軽減することは適当ではないと考えています。
国民健康保険料（税）は、各市町ごとにその年度に必要と見込まれる医療給付費等の費用額から国庫負担金及び県支出金等の収入を控除して、保険料（税）として賦課することが必要な総額を算定し、賦課総額を加入者で按分する形で保険料（税）率を決定して賦課することとされており、保険料（税）率は、各市町における医療給付費等の費用額に応じて決定され、各被保険者ごとの保険料（税）は、所得、資産及び被保険者数に応じて決定されています。

したがって、適正な保険料(税)率を設定するためには、収入の確保、支出の適正化が必要であり、県としては、収入の確保にあっては、市町に対し、賦課総額を適切に見込むとともに、保険料(税)収納率確保向上について助言を行っています。

さらに、支出の適正化にあっては、保健事業、診療報酬明細書点検事業等による医療費適正化対策についても市町に助言を行っています。
　現在、国では、後期高齢者医療制度廃止後の高齢者のための新たな医療制度について改正準備が進められていますが、改正に当たっては、国民健康保険・後期高齢者医療制度の抱える、低所得者、高齢者が多く、医療費が高いという構造的課題を抜本的に解決し、国民皆保険を将来にわたり安定的に維持するため、分立している医療保険制度を一本化し、国を保険者とする制度構築を目指す必要があります。

このため、県としては、今後とも国における準備状況を注視するとともに、国に対して、①一本化に至る工程を明らかにすること、②消費税を含む財源確保の責任と権限を有する国が保険者となること等、必要な要望・提案を行うこととしています。
（ 要 請 ② ）
　　民主党政権が進める「国保の広域化」は、市町が行っている国保会計への法定外繰り入れを「早期に解消する」よう求めており、更なる国保値上げにつながります。「広域化等支援方針」を改めていただくこと。
（ 回    答 ）

　国民健康保険制度は、国民のセーフティーネットとしての医療保険制度として、地域や職域に関係なく、等しくサービスが提供され、能力に応じて負担するように安定した仕組みとなっており、市町村が保険者である国民健康保険は、被用者保険に比べて高齢者や低所得者が多いといった構造的な課題を抱えています。

　国は、有識者でつくる「高齢者医療制度改革会議（厚労相諮問機関）」を12月20日に開催し、後期高齢者医療制度に代わる新制度の最終案をとりまとめ、平成25年３月から75歳以上の高齢者を原則、市町村の国民健康保険に移したうえで、高齢者医療の財政は都道府県に運営させるという広域化の方針が示されたところです。

しかし、単に国民健康保険を広域化することにより国保の構造的課題が解決するものではないため、本県では　国を保険者とする医療保険制度の一本化を提案しているところです。本県では、国民健康保険法第68条の２第１項にもとづく広域化等支援方針については、国民健康保険の財政安定が極めて重要であるとの考えから、昨年12月24日に国民健康保険の広域化ではなく、財政安定に重点を置いた「財政安定化支援方針」を策定したところです。

　なお、この「財政安定化支援方針」は、市町の国保会計への法定外繰り入れ解消を目的に策定したものではなく、①共同事業の推進、②保険者規模別の収納率目標の設定、③赤字解消計画の目標年次及び取組みなどを盛り込んだ内容となっています。

　県としては、引き続き、市町に対する財政支援や制度運営に対する助言を行うことにより、国民健康保険制度の適正な運営の支援を行うこととしています。

（ 要 請 ③ ）

　　庶民の暮らしと地域経済は厳しさを増しています。このもとで、消費税増税が強行されれば、暮らしと営業は未曾有の危機に陥ります。さらに内需を冷え込ませ、日本経済の発展はますます遠のいてしまいます。このような消費税率引き上げに反対していただくこと。

（ 回    答 ）

平成23年度税制改正大綱においては、消費税は社会保障の財源を税制全体で確保する中で非常に重要であり、所得税改革だけで社会全体が支え合う新しいモデルの構築はなし得るものではなく、消費税を含む抜本改革に一刻も早く着手すべきであるとし、そのあり方については、今後、社会保障制度の抜本改革の検討などと併せて、その具体的内容について、早急に検討を行うとされています。

県としても、全国知事会と連携し、国に対して所得・消費・資産のバランスがとれた税制の抜本改革の早期実現を求めてまいります。
（ 要 請 ④ ）
　　県民緑税を廃止していただくこと。2011年度県予算案に示された、大型開発や大企業への補助金をやめて、従前の半分になっている市町国保への補助金の増額など、県民の福祉・医療などを守る財源をつくり出していただくこと。
（ 回    答 ）

県民緑税は、洪水・渇水防止や温暖化防止など多様な公益的機能を持つ「緑」の保全・再生を社会全体で支え、県民総参加で支える仕組みとして、平成18年度から導入し、「災害に強い森づくり」や「県民まちなみ緑化」を進めてきました。これまでの取り組みに大きな効果があり、また、平成21年台風９号災害等における谷筋の立木の流出等の新たな課題に対応し、森林整備・都市緑化をさらに進める必要があることから、平成27年度まで５年間実施期間を延長したところです。

今後とも、これらの事業の展開を通じて、県民の皆様にご負担いただいた県民緑税が緑の保全・再生に生かされていることを十分お示ししていくとともに、より一層、県民緑税の意義をご理解いただけるよう努めていきたいと考えています。

　
阪神・淡路大震災からの創造的復興を進めるため、これまで本県は、他府県にない巨額の財政支出を行ってきました。今後は、震災で悪化した財政の改善を図りながら、元気で安全・安心な兵庫づくりに全力で取り組まなければなりません。

職員定数の削減と給与の見直しによる人件費の抑制、事務事業の見直し、投資事業の水準見直し、自主財源の確保等、第２次行革プランの取組を基本に、施策の選択と集中を一層徹底し、県民ニーズに的確に応えることのできる基盤、枠組みの確立に取り組んでまいります。
（ 要 請 ⑤ ）
　　不況のもとで、地方税、国保料（税）の未納が増えています。滞納整理にあたっては、営業の継続・暮らしの維持の観点から滞納原因や生活状況を十分に聴取・把握するよう努め、一方的な財産調査や差押え予告の乱発は行わないこと。また、県下各自治体にも同様の指導を行っていただくこと。
（ 回   答 ）
県税が滞納となった場合は、文書、電話、訪問等により相談の機会を設け、滞納原因や生活状況を聴取・把握するよう努めており、生活状況等の聞き取り、換価の猶予の適用、分割納付を認めるなど滞納者の実態に応じたきめ細かい対応を行っているところです。

しかしながら、再三の納付督励にもかかわらず、何の連絡もなく納税に対して誠意を示さない滞納者については、法令の規定に基づいた財産調査や差押えを実施せざるを得ません。

やむを得ず納期限までに納税できない場合は、管轄の県税事務所へ早めに相談していただきたいと考えます。

また、県内各市町に対しても、県税の取扱いと同様に、滞納者個別の状況に応じた適切な執行を行うよう、市町職員対象の研修や会議等を通じて制度の周知及び助言を行っているところです。
　国民健康保険料（税）の滞納対策については、滞納者と可能な限り接触して、個々の滞納理由を把握し、実態に応じた納付相談・指導を行うことにより、早期の納付に努めるとともに、平成９年の介護保険法施行法による国民健康保険法の一部改正により、一定の要件に該当する滞納者に対しては、被保険者証の返還及び短期被保険者証又は資格証明書の交付、滞納処分の実施等が、法令に基づき適正に実施されるよう助言しているところです。

　したがって、保険料（税）を滞納しているという事実のみで、差し押さえや保険給付の差し止めを行わないよう助言しています。
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